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１　総括表

　 気アップデイサービス事業」で、３地区での実施方法や利用者負担の統一を図り、民

　 間委託等の推進においては「指定管理者制度運営事業」で、６１の公の施設について

　 制度を導入し、市民サービスの向上及び経費の節減を図った。市民との協働において

　 務事業の整理合理化等の項目で「健康管理調査及び健康診査申込」を平成１７年度に

　 繰り上げ実施し、もう一つは財源の確保の項目で「公共施設用地等の賃貸借契約」を、

　 関係機関との調整により平成１９年度に変更したことによるものである。

　　 実施した１３事務事業のうち主なものは、事務事業の整理合理化等においては「元

２　事務事業の実施状況

 　　平成１８年度事務事業の実施状況については、全体で１５事務事業の実施を予定し、

　 １３事務事業を実施した。実施しなかったとされる２事務事業については、一つは事
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年度別実施及び実施予定の事務事業数
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事務事業の整理
合理化等 1,506 13,803 50,937 66,246

0

457

5,000 15,899 4,600 25,499

0

457

0

0

0

265,116265,116

0

0

140,995 140,995

462,105 0

補助金等の見直し1-2

民間委託等の推進2

3 市民との協働

4
公営企業等の経営
健全化

　 源の確保においては「市税滞納整理事務」で、収税課を設置し、軽自動車税コンビニ

計

11 職員の意識改革

0 498,3136,506 29,702

情報の公開

7
地方分権に対応した
組織・機構の見直し

　 は「車座談議・職員地域担当制」で、１５地区のうち１４地区の組織が設立され、財

9 給与の適正化

10 財源の確保

　 成基本方針策定事業」で、那須塩原市人材育成基本方針を策定し、平成１９年度から

　 段階的に具体的方策を具現化して人材育成を進めていくこととした。

平成１８年度　集中行財政改革プラン進捗状況

　 収納及び首都圏徴収嘱託員設置基準を作成した。職員の意識改革においては「人材育

8 職員定員の適正化

5
財政状況と経費削減
効果の公表
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1,185

＊平成１７年度に財産管理のシステム
化を図り、平成１８年度は未利用市有
地の利用及び処分計画策定に取り組
む。
〔平成１８年度処分〕
処分３件　１３７．２９㎡

○

－

＊売却を推進する
＊利用希望のある地元
自治会に管理を委託す
る

＊目的を持たない資産
の現金化
＊管理経費の削減

＊公用車の運用状況調査結果、現在の
配車台数が適切であることを確認（集
中管理公用車：全２３台）
＊経費削減の手段として燃費の向上を
図るため、車両更新時のハイブリッド
車、軽自動車への転換を推進した。

３　項目別進捗状況

（１）事務事業の再編・整理、廃止・統合

　① 事務事業の整理合理化等

改革の効果改革の概要事業概要事務事業名
Ｈ２１ 単位:千円

効果額改革の実施時期（年度）

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

＊情報提供の双方向化
＊電子情報活用による
経営の効率化と経費削
減

＊地域情報化計画の一施策として、地
域公共ネットワークの基本設計を行っ
た

○

－

＊那須疏水は那須野が
原を潤すもので、市全
体の事業として取り組
む

＊市の一体感の醸成

○

＊情報通信技術の活用
による情報の提供・電
子申請等促進
＊情報の総合的保護・
管理

－＊招待者を市全域にした
＊市内小学６年生全員が参加した
（全２５校）

＊各課において管理し
ている車両のうち、利
用が少ないものは集中
管理に移行する

＊余剰となる車両の処
分

○

＊情報通信技術（ＩＣ
Ｔ）を活用した電子市
役所の構築
＊地域情報化計画策定

電子市役所の構築

＊市が所有する公用車
の一部については、効
率的運用のため集中管
理をしている

集中管理公用車の管理

＊西那須野地区では、
那須疏水の起工式を記
念し、４月１５日に
烏ヶ森公園で開こん記
念祭を行っている

開こん記念祭

＊普通財産（特定の用
途・目的を持たない財
産）の新たな取得は少
ないが、用途等を廃止
した場合などで保有す
ることになる
＊草刈等の管理
＊払い下げ希望があれ
ば処分する

普通財産の取得、管理
及び処分

事務
事業
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改革の効果
改革の実施時期（年度） 効果額

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 単位：千円
事務事業名 事業概要 改革の概要

生活管理指導短期宿泊
事業（ほっと入所）

＊高齢者を、養護老人
ホーム、軽費老人ホー
ム等の空きベッドを利
用して家族が不在にな
るなどの場合に一時的
に宿泊させる事業（塩
原地区）

＊老人福祉法の改正に
伴う入所措置指針等の
改定及び介護保険法の
改正による制度の廃止

＊改正介護保険法によ
り６５歳以上は老人保
健事業機能訓練の対象
外となり、介護予防事
業の対象となる
＊介護予防事業につい
ては、地域包括支援セ
ンターにおいて包括
的・継続的な介護予防
ケアマネジメントによ
り実施していくことで
介護予防の強化を図る

○

＊業務の効率化 －＊システムによる備品台帳の管理
＊備品シールの貼付け

－

＊西那須野、塩原地区に巡回相談を実
施
・西那須野地区：週１回
・塩原地区：月２回（２ヶ所で各１
回）
＊相談員養成のための研修の実施

○

＊経費の削減
[削減目標1,600千円]

○

＊法改正に伴い、移行期間として自主
訓練のみを実施
回数：週１回　　参加者：１２名

＊相談受付体制の強化
による被害者救済
＊被害拡大の防止

1,378

○

－
＊高齢者緊急入所事業実施要綱を廃止

＊制度の整理

消費生活センターの運
営

＊消費生活に関する相
談及び苦情処理
＊相談件数は増加傾向
にあり、業者の手口も
悪質巧妙になっている
＊消費者団体との情報
交換の場
＊業務の充実のために
はセンターの移転が望
ましい

＊西那須野・塩原地区
の相談者に対応するた
め、巡回相談を実施す
る

老人保健機能訓練事業
（Ａ型）

＊疾病、外傷、老化等
のため心身の機能が低
下している者に対して
機能の維持回復訓練を
行う
＊利用者のほとんどが
６５歳以上である

備品、物品の購入及び
管理

＊市が保有する備品は
旧３市町で管理方法が
違っていた。黒磯・塩
原は電算で管理してい
たが、西那須野は台帳
で管理していた

＊財産・備品管理の電
子データ化を進める
＊備品の要件を緩和す
る

事務
事業
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事務事業名 事業概要 改革の概要
効果額

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 単位：千円

Ｈ２１

改革の実施時期（年度）

＊地域自治の確立
＊市民と行政との情報
の共有化
＊市民の選択による公
共サービスの提供

改革の実施時期（年度） 効果額

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 単位：千円

単位：千円
事務事業名 事業概要 改革の概要 改革の効果

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

効果額

元気アップデイサービ
ス事業

＊高齢者の閉じこもり
予防のため、日常生活
訓練、趣味活動などを
行う
＊３地区で実施方法、
利用者負担が違う
＊移送サービスの実施

＊実施方法、利用者負
担などを統一する
＊不足している施設は
公民館などを活用して
対応する
＊ＮＰＯ等の事業参加
を検討する

＊利用者の利便性向上
＊介護保険事業への負
担軽減
[削減目標16,400千円]

11,240

＊週１～２回、１回４時間で１００円
の利用者負担に統一。希望者には送迎
・黒磯地区：１１ヶ所
・西那須野地区：２ヶ所
・塩原地区：２ヶ所

○

改革の効果
改革の実施時期（年度）

指定管理者制度運営事
業

＊市の出資法人、公共
団体及び公共的団体に
限られていた「公の施
設」の管理運営を、民
間事業者等に拡大する

＊制度導入施設の検討
と適用拡大

＊民間の経営手法を取
り入れることにより、
住民サービスの向上及
び経費の節減が図れる

15,899
＊６１の公の施設について、指定管理
者制度を導入した
＊今後は、導入した施設のモニタリン
グ調査や新規導入施設を検討する

（３）市民との協働

事務事業名 事業概要 改革の概要 改革の効果

○

車座談議・職員地域担
当制

＊市内15地区に担当職
員を配置し、地域で組
織する「車座談議」へ
の出席など協働による
まちづくりを推進する

＊合併後の地域の課題
など市民の声を聴く
＊市民と協働でまちづ
くりの基本的なルール
づくりを行う

－＊地域の理解や協力が得られた地区か
ら順次始め、年度末で１４地区の組織
が設立された

○

（２）民間委託等の推進

事務
事業
番号
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事務
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計

画

実
績

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

累計減員数（人）

９２７

▲１１

１６年度実績 １７年度実績 １８年度実績

▲０．１

（８）職員定員の適正化

目標職員数（人）

対前年増減数（人）

９７．４

２１年度実績 ２１年度末目標数値

２３

２．４

９７．６

１９年度実績 ２０年度実績

９７．６

８８．０

９８．９介護保険料 ９７．９

市税(国民健康保険税を除
く)

国民健康保険税

９５．７

８４．１

９６．０

８６．５

９５．９

８３．８

４２

１９

（１０）財源の確保

３１

１９

２３

２４

職　員　数

４．８

Ｈ２０．４．１

９３８

▲１２

１２

１．３

９０４

Ｈ２２．４．１

９５０

－

－

－

９５１

０

１４

＊将来に向けての財源
確保による健全財政の
確立

－

－

－ １３

０

９５１

１

▲１

▲１

採用予定数（人）

＊積立方針に基づき運用
（H18年度末残高）
財調基金：1,348,030,945円
減債基金：1,593,052,789円

○

改革の効果
改革の実施時期（年度）

９２６

▲２３

４６

単位：千円Ｈ１７

３０

１９

種　　　別

Ｈ２１．４．１時点 Ｈ１７．４．１ Ｈ１８．４．１ Ｈ１９．４．１

累計削減率（％）

前年度退職者予定数(人)

９５０

＊年度間の調整財源と
して財政調整基金を積
み立てている
＊地方債の償還財源と
して減債基金を積み立
てている

事務事業名 事業概要 改革の概要

財政調整基金、減債基
金

＊積み立てのルールを
確立する
＊預金の低金利、ペイ
オフ対策として、国債
等での運用を検討する

Ｈ２１Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

効果額事務
事業
番号
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－

＊収税課発足
（職員18名、嘱託員8名）
＊軽自動車税コンビニ収納実施
・利用件数：3,859件
・納付税額：20,865,100円
・利用率　：10.7％
＊首都圏徴収嘱託員設置基準作成

○

（１１）職員の意識改革

単位：千円

人材育成基本方針策定
事業

Ｈ２１

－

＊職員の能力開発と資質の向上を重視
する那須塩原市人材育成基本方針を策
定した
＊今後人材育成のための具体的方策を
具現化し、人材育成を進めていく

改革の概要 改革の効果

＊分権型社会の担い手
にふさわしい人材を育
成し職員の能力開発を
効果的に推進するため
に、人材育成の目的・
方策等を明確にした人
材育成基本方針を策定
する

＊職員の意識改革を主
眼として策定するもの
で、平成１９年度は、
その基本方針に基づ
き、研修の充実や人事
評価制度等、各種施策
の具現化をする

＊時代に即応した職員
の育成
＊人材育成の実施が、
行財政改革を推進する
手段となること

改革の実施時期（年度） 効果額

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
事務事業名 事業概要

○

13

事務
事業
番号

事務
事業
番号

事業概要 改革の概要 改革の効果

14

市税滞納整理事務

＊未納者に対する電
話・文書による催告
＊納税相談の実施
＊訪問徴収
＊収税嘱託員の配置

＊滞納整理を行う組織
の設置
＊２４時間営業のコン
ビニエンスストア等で
の収納導入
＊首都圏での徴収手法
を検討する

＊収税額の増
＊公平性の確保

改革の実施時期（年度） 効果額

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 単位：千円
事務事業名
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